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1 ――― 先月までの動き 

 年金財政における経済前提に関する専門委員会は、次期財政検証に使用する経済前提について検討

作業班から報告を受け、年金部会へ報告する内容を議論した。年金部会と企業年金・個人年金部会は

合同で開催され、公的年金と私的年金の連携や広報等について意見交換を行った。年金記録訂正分科

会は、2022年度と2023年度上期の年金記録訂正事業の報告を受けた。年金数理部会は、厚生年金と国

民年金の2022年度の財政状況をヒアリングした。年金部会は、前述した合同開催とは別の回で、国民

年金における育児期間の保険料免除策などを確認した。 

 
○社会保障審議会 年金部会 年金財政における経済前提に関する専門委員会 

12月4日(第6回) 検討作業班における議論について 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36605.html (資料) 

12月27日(第7回)  年金財政における経済前提のあり方(年金部会への議論の経過報告案) 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37073.html (資料) 
 
○社会保障審議会 年金部会(第10回)、企業年金・個人年金部会(第30回) ※合同開催 

12月11日 公的年金と私的年金の連携、制度の周知、広報・年金教育 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36778.html (資料) 

 

○社会保障審議会 年金記録訂正分科会 

12月20日(第11回) 年金記録の訂正に関する事業状況(令和４年度事業状況、令和５年度上期概況) 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/newpage_00091.html (資料) 
 
○社会保障審議会 年金数理部会 

12月25日(第98回) 令和４年度財政状況、厚生年金保険、国民年金・基礎年金制度 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198131_00029.html (資料) 
 
○社会保障審議会 年金部会 

12月26日(第11回) 国民年金における育児期間の保険料免除、標準報酬月額の上限 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/nenkin_20231226.html (資料) 
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*1 iDeCoプラスの導入時には、加入者全員の情報を所定の用紙(もしくは同書式のExcelシート)に記入し、他の書類も含

めて全ての書類を紙で提出する必要がある。 
*2 1986年から年1000時間以上の就労者が対象だったが、2022年には2年連続で年500時間以上の就労者も対象となった。 
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2 ――― ポイント解説：公私年金連携の課題 

 合同開催された年金部会と企業年金・個人年

金部会では、公私年金の連携が議論された。本稿

では、経緯や現状を確認し、課題を考察する。 

1｜現状：私的年金への期待が高まる一方で、 

企業年金の加入率や実施率は低下 

 部会では、公的年金が国民の老後生活の基本

を支え、私的年金(企業年金や個人年金)と合わ

せて老後生活の多様な希望やニーズに対応す

る、と厚生労働省が整理した。しかし、公的年金

の給付水準は今後低下していく見通しである

（図表１）。そのため、従来は公的年金が担って

いた老後収入の一部を、就労や私的年金などで

補う必要性が増している。 

 その一方で、企業年金の縮小が進んでいる。

1990年代の半ばには雇用者の約６割が企業年金

等に加入していたが、2000年代初頭に適格退職

年金制度の廃止等が打ち出されると加入率は低

下した（図表２）。企業規模別に見ると、実施率

がもともと低かった中小企業で、実施率のさら

なる低下が大きくなっている（図表３）。 

2｜課題：中小企業やパートでの企業年金の充実 

 第１の課題は、中小企業での企業年金や個人

年金支援の充実である。中小企業でも企業年金

を実施できるよう、賃上げと同様に産業界全体

での取り組みを期待したい。また、企業年金を未

実施の企業における個人型確定拠出年金への拠

出支援(iDeCoプラス)も、手続きの電子化などに

よる普及を期待したい*1。 

 第２の課題は、パート労働者への企業年金の

適用である。厚生年金の適用拡大は進んでおり、

企業年金の適用は「同一労働同一賃金ガイドラ

イン」を踏まえるよう通知されているが、最終的

には就業規則次第である。米国では、2019年に成

立したSECURE法で401(k)年金の提供が義務づけ

られるパート労働者の範囲が拡大され、2022年

成立のSECURE法2.0でさらに拡大された*2。日本でも同様の議論を期待したい。 

図表１ 公的年金の給付水準の見通し (対2019年度) 
 

(注１) 経済前提がケースⅢで人口前提が中位の場合。 
(注２) 太線は、いわゆるモデル世帯の所得代替率の低下率と同じ。年

527万円は男性の厚生年金加入者の標準報酬の平均(2019年
度)。片働きでも共働きでも夫婦合計の標準報酬が同じ世帯で
は年金額が同額になるため、推移も同じになる。太線と同じ低
下率になる独身世帯の標準報酬は年263万円。 

(資料) 社会保障審議会 年金数理部会(2020.12.25)資料１など。 

 

図表２ 企業年金等の加入率 (対雇用者数) 
 

(注１) 複数の制度への重複加入者数は不明のため、単純に合計して
いる。そのため、合計の加入率は実態よりも高くなっている。 

(注２) 中小企業退職金共済は年金ではないが、適格退職年金からの
移行が多かったため掲載した。 

(資料) 総務省 労働力調査、年金部会(2023.12.11)資料２など。 

 

図表３ 企業年金等の実施率 (企業規模別) 
 

(注１) 企業規模は常用雇用者数(無期か1か月以上の有期の雇用者)。 
(注２) 企業数の比率であり、加入者数の比率ではない。労働力調査に

よる2022年平均の雇用者数は、従業員1～29人の企業で1534万
人、30～99人の企業で893万人、100～499人の企業で1128万人、
500～999人の企業で440万人、1000人以上の企業で1451万人、
官公庁で535万人、である。 

(注３) 調査範囲が変わったため、2018年から不連続になっている。
2018年については旧範囲と新範囲の結果が公表されているが、
30～99人の企業では両者がほぼ同じになっている。 

(資料) 厚生労働省 就労条件総合調査など。 
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